
はじめに

現在，世界各国において，青年期教育が深刻

な病理現象に見舞われ，特に後期中等教育にお

ける普通教育と職業教育の相互補完関係の崩れ

が顕著である。そこでは，極言すれば，普通高

校は単なる受験教育の場に，職業高校は不本意

就学の場に堕している観がある。

本論の目的は，この様な状況を念頭に置きな

がら，中国における職業教育の動向をつかみ，

新設の「高等職業技術学院」についての評価を

試みることにあるが，その参考として，他の新

興諸国の中等職業教育をめぐる先行経験をたど

り，それが何を示唆しているかを再確認するこ

とから始めたい。それは，職業教育の問題が如

何なる関係枠の中に位置する問題かを再確認す

ることにも繋がるであろう。

1．新興諸国の中等職業教育をめぐる先行経験

（１） 植民地体制下における教育の近代化

J.S.ファーニバルは，植民地体制下の教育の

孕む問題を，Education（生き方の教育）とInst

ruction（生活手段の教授）の対概念を用いて

分析し，そこでは真正な意味でのEducationは

成立しておらず，その成立には「民族意識」の

形成が不可欠であると指摘した。

これは，植民地体制下において，「近代教育」

が有利な「関係財」（＝社会的地位）と「物財」（＝

収入）の獲得を求める「個人主義的功利主義」

を基盤に成立したことを示している。つまり，
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「近代教育」は，原理的に，無限の「資源」の

供給を要する営みであり，実は，その様な要求

に応え得る社会は何処にも存在しないのである。

（２） 新国家形成と中等職業教育

新興独立国の当面した課題は，極めて乏しい

資源を有効に用いて，早急に政治的・経済的自

立を図ることにあった。「国連開発の十年」と

された１９６０年代には，新興諸国では，一斉に，

その乏しい資源を合理的に活用するための「社

会経済開発計画」が策定され，「教育計画」も

その一環に組み込まれた。

その「教育計画」の眼目は，「国民」の形成

と「中級マンパワー」 の養成にあった。そし

て，前者は前期中等教育段階（＝中学校段階）

までに，後者は後期中等教育段階（高校段階）

において達成することが狙われた。

「中級マンパワー」の養成が狙われたのは，

総じて新興諸国の経済体制が，インドネシアの

「モノカルチャー経済」に象徴される様に，旧

植民地時代の歪な産業構造を引きずっていたた

め，それを国民の生活を支える均衡の取れた産

業構造に転換することが緊要とされたからであ

った。そして，そのために先ず試みられたのが，

中等職業教育の積極的な整備であった。

しかしながら，高校への進学が可能な階層は，

職業高校への進学を忌避する傾向を示したため，

ほどなくして，その政策的な目論見の実現は極

めて困難であることが明らかとなった。P.フォ
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スターは，ガーナの教育改革に関する研究を通

して，「職業教育の虚妄」（vocational education

fallacy）なる表現を用い，この様な中等職業教育

の振興策に根本的な疑問を投げかけている。

そこで，１９６０年代の中期以降になると，急遽，

各国で世界銀行からの借款などによる「総合制

高校」（Comprehensive High School）の導入が

試みられるに至った。これは，その教育課程に

普通科目と職業科目の双方を配置し，ガイダン

ス・カウンセリングを強化して，いわゆる「能

力・適性」に応じた科目履修を促すものであっ

た。しかしながら，この大きな財源を要する苦

肉の策も，普通科志向の昂進に対抗する決め手

にまでは成り得なかった。

（３） 高学歴失業者の増大と政治叛乱

米国では，１９６０年代の後半に至ると，ベトナ

ム戦争の泥沼化に伴い，それまで積極的に進め

て来た開発途上国援助に対して批判が高まるこ

とになった。その結果，米国の援助政策はより

現実的な色彩のものへ後退し，援助額も大幅に

削減されることになった。

フィリピンの場合は，米国の「新植民地主義」

政策によって，中等普通学校（中学・高校）か

ら大学に至るルートの肥大化を招いていたが，

この援助額の大幅削減はその孕む矛盾を一挙に

露呈させることになった。不満を募らせた高学

歴失業者の政治叛乱は，中国共産党の資金援助

を得て俄に活発化したフク団の農民叛乱と結び

つくなどして，フィリピン社会を大混乱へ陥れ

る兆しを呈し始めた。

この時点では，各地域でいわゆる「開発独裁」

体制へ移行する国が多く現れたが，長期にわた

る植民地支配のためことさら不利な条件を抱え

込むことになっていたフィィピンはその典型で

あったとも言える。戒厳令下，矢継ぎ早に「大

統領令」が発令され，学校制度に関しても，官

製の「ナショナリズム」の唱導を伴いながら，

社会の現実に見合った学校制度への改編が断行

され始めた。しかし，その改編への動きは，独

裁政権を糾弾する民衆革命の成功によって短期

に頓挫するという極めて皮肉な結果に終わった。

（４）「学歴主義」の蔓延と近代教育の挫折

現実離れした中等普通学校（中学・高校）の

みの肥大化は，近代教育がそれ自体「魔物」で

あり「資源多消費型」であることを示すもので

ある。そのため，１９６０年代末には，「近代教育

の挫折」が云々されるまでになった。そして，

１９７０年代初頭には，その乖離の克服策として

伝統社会の教育組織の再活用を唱える「ノンフ

ォーマル教育」（non-formal education）論も登

場する。

その後，新興諸国の中には外国資本の導入な

どによって急激な経済発展を遂げるに至ってい

る国も少なくない。しかし，「学歴主義」の蔓

延による中等職業教育の混迷，大学への進学圧

力の増大，学歴インフレ，高学歴失業者の増加

などの諸問題は，学位を振りかざすテクノクラ

ートの支配力拡大の問題などとも相まって，ま

すます深刻の度を増しつつ今日に至っている。

２．中国における政治の混迷と中等職業教育

（１） 新中国における共産党支配の軌跡

さて，中国における職業教育の動向をつかみ，

新設の「高等職業技術学院」についての評価を

試みるためには，１９４９年以降の社会主義体制確

立への模索が無惨な形で挫折し，大きな路線転

換を余儀なくされるまでの過程をあらためて回

顧しておく必要があろう。その略年譜を示せば

次の様になる。

１９４９年　毛沢東が「中華人民共和国」成立を

宣言。当初は「穏歩前進」路線により

経済回復が目指される。

１９５０年　金日成が「民族解放戦争」を発動し

「朝鮮戦争」勃発。

１９５３年　毛沢東が政治協商会議拡大会議にお

いて，共産党による農村破壊に異を唱

えた「郷村建設」運動の指導者梁漱溟
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を罵倒する。

１９５８年　毛沢東が「人民公社」化と「大躍進」

政策を強行。その失敗で餓死者が３０００

万人を超える。

１９５９年　劉少奇が国家主席に就任し民生の修

復へ。

１９６０年　中ソ論争が公然化し，ソ連が対中援

助打ち切りを通告。

１９６６年　毛沢東が「文化大革命」を発動し，

「上山下郷」運動が開始される。

１９６９年　劉少奇が「走資派」の烙印を押され

非業の死を遂げる。

１９７６年　江青・張春橋らが逮捕され，「文化大

革命」終結。

１９８０年　劉少奇が名誉回復される。

１９８５年　ソ連のゴルバチョフが「ペレストロ

イカ」を提唱。「人民公社」解体。「改

革開放」政策の本格化。

１９８６年　胡耀邦が「百花斉放・百家争鳴」を

提唱。

１９８７年　胡耀邦が 小平らの長老グループに

よって失脚させられる。「中外合資経

営企業法」が公布され，「経済特別区」

が設けられる。

１９８９年　梁漱溟が名誉回復される。天安門事

件が発生。学生ら約３０００人虐殺。学生

らの動きに理解を示した趙紫陽が失脚

させられる。

１９９１年　ソ連邦が解体。中国民衆に新宗教

「法輪功」広がる。

１９９７年　共産党１５回大会が基本路線として

「 小平理論」を明記。「開発独裁」に

伴う政治腐敗が深刻化し，一般大衆に

も拝金主義が蔓延。

２００４年　共産党中央が「第１号文件」として

「三農」問題を掲げる。全国人民代表

大会で資本家の共産党入党を公式に容

認。

以上の様な軌跡は，中国における共産党支配

がどれほど迷妄に満ちたものであったかを如実

に示している。そして，これは，国民の「政治

的社会化」を妨げ，その将来に大きな禍根を遺

すことにもなった。特に梁漱溟の「郷村建設」

運動に見られる様な穏当な民族主義の政治路線

が「反動」の烙印を押され根絶やしにされたこ

とは，大いに惜しまれるところである。結局，

中国は近代国家建設の過程において最悪の路線

選択をして仕舞ったことになるが，その遠因は

「辛亥革命」の指導者であった孫文が第一次北

伐に失敗して後「連ソ容共」路線に転じたこと

に求められるであろう。

（２） 中等職業教育の破壊と再建

中国社会は伝統的に「読書人」（＝知識人）

を敬い，「工匠」（＝職業人）を蔑み続けて来

た社会である。その意味では，文化大革命にお

ける知識人の農村への「下放」や「教労結合」

（＝教育と労働の相結合）の政策さえ，それな

りに貴重な民族的経験をもたらしたのではない

かと推測される。

ちなみに，中国を含む旧社会主義諸国におい

ては，いわゆる「職業教育」はブルジョア階級

による反動的な教育として排斥され，基礎的な

教科の教育と生産労働に要する技能・技術の教

育を結合して「全面発達」を図るという「総合

技術教育」論なるものが唱導された。中国では，

建国以来，「技工学校」の創設を手始に「中等

専門学校」や「職業高校」の整備も進められて

行くが，そこで広く採用された教育と生産労働

を結合する「半労半学」のシステムは，この政

治教義を体現したものであった。

これらの「技工学校」・「中等専門学校」・「職

業高校」などの職業学校は，その後大きな起伏

を経ながらも一応それなりの発展を示し，１９６５

年段階における後期中等学校の就学者に占める

その割合は約４８％に達していた。しかし，この

職業教育システムも，共産党の権力闘争に翻弄
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され，文化大革命による徹底破壊によって，１９７６

年にはその就学者の割合は１％余という壊滅状

態に立ち至ったのであった。

この壊滅状態となった職業教育システムの再

建・整備は，文化大革命が終結し「改革・開放」

政策が本格化する過程において着手された。結

局，中国は，他の新興諸国に２０年以上遅れる形

で職業教育の本格的整備に着手する羽目となっ

たのである。これは，都市失業者の再教育や

「中級マンパワー」の養成が緊急の課題であっ

たことによるが，同時に，目前に迫る高校進学

率の上昇への対応策でもあった。１９８５年の全国

教育会議の決議案「中共中央の教育システム改

革に対する決議」では，「中等教育システムを

調整し，職業教育の発展に尽力する」ことが明

記された。そして，１９９６年には，「中華人民共

和国職業教育法」も公布された。この間，職業

学校は職業資格制度の整備を背景にめざましい

発展を示し，その就学者の後期中等学校の全就

学者に占める割合は，１９９０年には５０.８４％，１９９５

年には５６.８％に達した。

１９９５年における職業学校別の学校数及び生徒

数を見てみると，「技工学校」は４,５０７校（１８８.５０

万人），「中等専門学校」は３,１５２校（２８５.５６万

人），「職業高校」は８,１１３校（３７８.６３万人）と

なっている。これによれば，前二者の発展も著

しいが，最も大きな割合は「職業高校」が占め

ていることが知られる。

（３） 困難な中等職業教育の振興

しかしながら，２００５年における職業学校別の

学校数及び生徒数に目を転じて見てみると，

「技工学校」は２,８５５校（２７５.３０万人），「中等専

門学校」は３,２０７校（６２９.７７万人），「職業高校」

は５,８２２校（５８２.４３万人）となっており，共に

就学者の絶対数は伸びているものの，「技工学

校」と「職業高校」の学校数が急減しているこ

とが分かる。これは一体如何なる経緯によるの

であろうか。

元来，「技工学校」や「中等専門学校」は，

学校運営に公的支援を受け，卒業生の就職は都

市戸籍の取得も可能な「統一分配」方式の恩恵

に浴して来ていた。これに対して，農業高校の

設置からスタートした職業高校は，その多くが

公的支援や恩恵とは無縁であり，そのため優れ

た教員の確保や施設・設備の充実が困難な状態

が続いて来ていた。そのことが学校の魅力を低

下させ，それへの進学の忌避を強める一つの原

因となって来たのである。

他方，国営企業改革の進展に伴い，その付属

学校であった職業学校の中には独立を余儀なく

され，実習の機会，就職先，財政基盤の全てを

失う学校も多く現れた。従来単一の技能・技術

教育に特化されて来た「技工学校」の学校数の

減少は，それを反映しているのである。いずれ

にしても，中等職業教育は，産業経済構造の改

編に伴う「社会的要請」の変化に対応して，全

面的なシステムの再編成が求められる局面を迎

えていたのである。

さて，しかし，この様な職業学校の不振の最

大の原因が，いずれ「普通高校」への進学志向

の昂進に因るものであることは言うをまたない。

２０００年には，職業学校の就学者が後期中等学

校の全就学者に占める割合は４６.５パーセントに

低下し，再び「普通高校」に逆転されている。

苛烈な受験競争から脱落した生徒が不本意な形

で職業学校に進学することになるが，職業学校

は生き残りを掛けその生徒の争奪戦まで演じて

いるのである。

結局，中国の後期中等教育は，「学歴主義」

の蔓延に対する有効な対応策を見い出せないま

ま，その規模が拡大し続けることとなっている。

この間，往年の「総合技術教育」論に代わる新

たな教育理念が真剣に模索されて来た形跡は乏

しい。

３．新設の「高等職業技術学院」の現状と

その評価
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（１）「高等職業技術学院」の概況

この様な状況にあって，近年，中国では「高

等職業技術学院」と称される職業教育機関が新

設され急速にその数を増して来ている。これは

高等教育段階に位置づけられた学校であるが，

その中には地方政府が地域産業の振興を狙って

設立し財政支援を行っている学校と，２００２年の

「民営教育促進法」の成立以来，一種の営利企

業として銀行融資を受けて設立された民営学校

がある。２００９年の統計によれば，中国における

高等教育機関の数は，「大学・専門学院」７２０校

（その内私立２９校），「専科学校」１１４７校（同２４９

校），「高等職業技術学院」９８１校（同２４１校）と

なっており，この「高等職業技術学院」が高等

教育に対する需要の爆発的な増大を吸収する上

で大きな役割を果たすに至っていることが分か

る。

現在，中国は「工業化中期の後半段階」にあ

るとされ，それに対応したより高い質の「中級

マンパワー」ないし「高級マンパワー」を養成・

確保する必要があり，それが「高等職業技術学

院」の増加の要因となっている。この学院には，

日本の大学顔負けの広大なキャンパスと豪華な

校舎群を備えたものも多く，それは旧来の職業

高校の貧相なイメージとは格段の違いを見せて

いる。また，有力企業との緊密な連携を実現し

ている学院の場合は，その実験・実習設備も相

当に充実しており，そこでは真剣に技能・技術

の習得に励む若者たちの姿が見られる。それ故，

これら学院の中には，将来高等教育機関として

名実を兼ね備えたものに発展する学校も現れる

に違いない。

しかしながら，この「高等職業技術学院」の

新設と増加には，実は全く別の趣も見て取れる。

それは，大学進学への圧力に対するやむなき妥

協の産物つまり落とし所としての趣と，その圧

力の高まりを起業の好機と捉える財界の投資対

象としての趣きである。中国の教育部は，昨今

の高校進学率の急激な上昇局面に際会して，職

業学校の募集数拡大を声高に叫び続けて来た

が，やはり普通高校の独走が止む気配はない。

しかし，その中で「中等専門学校」だけは比較

的堅実な地位を保って来ていたのであった。そ

れは，この学校が就学年限４～５年で高等教育

段階にまで及ぶ学校であり，その修了者には就

職先でのかなり有利な処遇が見込めたからであ

った。恐らく，その事実が「高等職業技術学院」

の構想を促した第１の要因ではないかと思われ

る。また，財界の投資による学校の設立は，高

学歴者の職場確保をも可能にするものであるか

ら，両者の赤裸な思惑の強い結び付きも，その

増加を促す第２の要因になっていることが容易

に推測されるのである。

（２）「高等職業技術学院」の教育

「高等職業技術学院」の設置学科は，それぞ

れの立地条件により一様ではないが，一般的に

見られるのは工業技術，情報工学，ビジネス，

観光，メディアなどの諸学科である。その教育

課程の編成は，各学校の自由裁量に任せられて

おり，軍事教練と政治思想教育が必須である以

外は準拠すべき国の「教育課程標準」は存在し

ない。そして，その実際の教育は，いわゆる

「２＋１モデル」（２年の校内学習と１年の現場

実習）などによって企業との連携を図る二重制

（dual system）が採られている。これらは，そ

の全てがなお試行段階にあるため，その性急な

評価は避けるべきではあるが，やはり幾つかの

基本的な問題がつきまとっていることも否定出

来ない。

第１は，この学院は中等職業学校を華美な装

いを施して高等教育段階に格上げしたものとの

印象が拭えないことである。それは，高等教育

に必須の一般教育と専門教育の均衡の取れた教

育課程を欠いており，その修了者の将来におけ

る再訓練・再教育の可能性を殺ぐ恐れがあるば

かりか，国際教育交流に際しての学歴査定にも

５



混乱を生む恐れがある。

第２は，この学院における教育・訓練が，日

本のアニメの模写練習などからも窺える様に，

本来なら後期中等教育段階において果たされる

べき水準のものではないかとの印象が拭えない

ことである。大学への進学率の上昇に伴い，そ

の就学者の学力水準に問題を生じているのは何

処の国も同じだが，その様な教育年限の間延び

は技能・技術の習得・訓練に最適な年齢段階を

跳躍させることになり，学校教育への社会負担

を膨張させることにもなり兼ねない。

第３は，この学院がこぞって追求している有

力企業との連携は，学校の財政基盤の確立や最

新技術との接続を図るには確かに有利であるが，

学校経営の総体がそれに翻弄される兆候も窺え

ることである。その学校の設立が財界と高学歴

者の赤裸な思惑の産物であってみれば，その獰

猛な動きはなおさら抑制の効かないものとなる。

大局的に見れば，この様な傾向は，職業教育を

育むのに必要な社会的な精神風土の醸成を妨げ

兼ねない。

第４は，この学院の関係者には中国の職業教

育の全体系を如何に再編するかについての問題

意識が希薄であり，したがって，その相互関係

や役割分担に思いを巡らす気配も殆ど見られな

いことである。これら学院の就学者の大半は，

正規の大学を目指す苛烈な競争から脱落した普

通高校の修了者によって占められている。それ

が中等職業学校やその修了者の抱える問題に冷

淡であり続けられる理由なのであろう。

おわりに

中国人は元来「砂的民族」とも評されて来た

が，強引な「人民公社」化に伴う農民の労働者

化によって社会基盤が徹底破壊され，気まぐれ

な共産党路線への思想的忠誠のみがことさら強

調されることによって，豊かな民族意識の形成

が大きく妨げられて来た。つまり，共産党は，

中国社会を職業教育を育むのにこの上なく不利

な社会に陥れて仕舞ったとも言える。そこに，

この度の「改革開放」による外資導入政策への

急転換が重なり，職業学校が外資系を含む有力

企業との連携を闇雲に追求するという全く逆の

局面を現出させる次第となった。前述の通り，

この種の企業連携は，学校の経営基盤の強化と

いった当面の要求には添うものであろう。しか

しながら，長期的に見れば，それは決して中国

人の職業選択に関わる社会的自覚や責任感を育

む所以のものとは思われない。

総じて言えば，学歴インフレはあくまでも近

代教育の病理現象に他ならず，それを治療する

手軽な特効薬は存在しない。しかし，現在の中

国には，そのことへの深い洞察とそれに裏打ち

された細心の政策的配慮は殆ど見られないので

ある。共産党自体を蝕む深刻な政治腐敗の問題

などは論外である。かくして，「拝金主義」の

言葉に象徴される個人的功利主義の蔓延は，さ

らなる「学歴主義」の蔓延を引き起こし，中等

職業教育の混迷，大学への進学圧力の増大，学

歴インフレ，高学歴失業者の増大（＝いわゆる

「蟻族」の増加）などの問題を一層深刻化させ

ることになっている。中国社会でも，高学歴者

の不満の蓄積が不毛な政治叛乱を呼び起こす危

険性が高まっているのである。

６
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